
（整理番号 ２ ）

終期付き事業評価書
平成１７年８月

評価対象事業 労働条件等自主的改善対策推進事業
当該事業に係る補助金 診療等委託費
担当部局・課 労働基準局監督課
関係部局・課 なし

１．事業の内容

（１）関連する政策体系の施策目標
政策体系 番 号
基本目標 ３ 労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備するこ

と
施策目標 １ 労働条件の確保・改善を図ること

Ⅰ 法定労働条件の確保・改善を図ること

（ ） （ ）２ 事務事業の概要 単位：百万円
予算項目 (項）労働福祉事業費

(目）診療等委託費
(目細）高年齢労働者安全衛生等調査研究委託費
(積算）社団法人・財団法人（高年齢労働者安全衛生等調査研究事業
費）

当 初 予 補正後 決算額 補正後予算額と決算額に乖離がある場合の理由
算額 予算額

1,224 1,081Ｈ１１

1,027 910Ｈ１２

840 743Ｈ１３

721 619Ｈ１４

674 578Ｈ１５

293Ｈ１６

282Ｈ１７

事業創設年度 昭和６３年度（平成１０及び１２年度に事業を見直し）
継続回数
事業実施主体 （社）全国労働基準関係団体連合会
事業の主な対 事業主及び労働者
象者

平成９年１２月１１日の中央労働基準審議会の建議において、労働
契約締結時の労働条件の明示についての充実方策が盛り込まれたこと

事 業 創 設 を受け、労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業及び労
の 背 景 働条件に関する各種情報提供事業が創設された。



以下の事業について （社）全国労働基準関係団体連合会を実施主、
体として委託している。
１ 労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業

中小企業団体（労働者数１０人未満の事業場の集団）を指定し、
労働基準監督署に配置した就業規則点検指導員を活用し、労働条件

事業内容 明示のためのモデル様式の周知及び就業規則の整備促進を図る。

２ 労働条件に関する各種情報提供事業
賃金、労働時間、休日等労働条件に関する統計及び労働基準関係

の行政・民事訴訟の判例等を調査・収集し、事業主等に提供する。
、 、また 人事・労務管理に関する事例のデータベースの開発等を行い

事業主等に提供する。

得ようとする １ 労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業
効果 就業規則の届出義務のない労働者数１０人未満の小規模事業場に

、 、就業規則等の整備を促進することにより 労働条件の明確化を図り
労働条件に関するトラブルの発生を未然防止すること。

２ 労働条件に関する各種情報提供事業
賃金、労働時間、休日等労働条件に関する統計及び労働基準関係

行政・民事訴訟の判例等を調査・収集し、事業主等に提供すること
により、労働条件の改善・向上を促進すること。

（３）事業の評価関連指標（必要に応じ指標数を増やすこと）
定量指標①
指標名（単位） 指定集団数

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
４０１ ３５９ ２０７ １６９ １６９

（備考）
指定集団とは、労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業において、

指定された中小企業団体（労働者数１０人未満の事業場の集団）のことをいう。
指定期間は３年間。

定量指標②
指標名（単位） 指導・援助数

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
１３，５６１ １３，３００ １１，５２３ ５，３７４ ５，５１２
（備考）
指導・援助数とは、指定集団に対して行った指導・援助の件数のことをいう。

定量指標③
指標名（単位） 本部・支部からの情報提供件数

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
１３，２００ ２０，８１３ １８，２０９ １９，９５１ １５，９５４
（備考）
本部・支部からの情報提供件数とは、全基連本部又は支部に来所した事業主及び労



働者に労働条件に関する情報を提供した件数のことをいう。

定量指標④
指標名（単位） インターネットへのアクセス件数

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
５０，８２８ ８５，６５１ １２２，１１０ １２０，７０２ １５２，２８４
（備考）
インターネットへのアクセス件数とは、事業主及び労働者が全基連のホームページ

から労働条件に関する情報を入手した件数のことをいう。

（４）事業の実績

（これまでの事業の実績）
１ 労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業

中小企業団体に対する指導・援助、労働基準監督署への就業規則等点検指導員の
配置によって、労働条件明示の徹底及び労働条件に関するトラブルの発生を未然に
防止する役割を担っている。

また、各業種に対応したモデル就業規則を作成・普及することにより、事業主・
労働者の遵法水準の向上を図る役割を担っている。

（指定集団数、指導・援助数：定量指標①及び②による ）。

２ 労働条件に関する各種情報提供事業
労働条件の改善・向上を図る上で有益な各種情報を簡単かつ迅速に提供すること

により、労働条件の改善・向上を促進する役割を担っている。
（本部・支部からの情報提供件数、インターネットへのアクセス件数：定量指標③
及び④による ）。

（問題点）
指定集団となっていない中小企業団体に対する指導・援助が不十分である。またモ

デル就業規則を作成していない業種がある。

２．評価（( )～( )は事業所管部局、( )は政策評価官室において作成）1 6 7

( ) 必要性1
その他公益性の有無（官民の役割分担、国と地方の役割分担等） 有 無

（理由）
就業規則の届出義務のない１０人未満の小規模事業場に就業規則等の整備を促進

し、労働条件明示の徹底を行えば、労働条件に関するトラブルの発生を未然に防止す
ることが可能である。
また、労働条件の改善・向上を図る上で有益な情報を提供すれば、労働条件の改善

・向上を図ることが可能である。
、 、トラブル発生の未然防止 労働条件の改善・向上の効果は社会経済に及ぶことから

労働福祉事業として国が本事業の推進を支援する必要がある。また、トラブル発生の
、 、 、未然防止 労働条件の改善・向上については 収益性を求めるものではないことから

国が行う必要がある。



緊要性の有無 有 無
（理由）
現在の社会経済情勢の下で、労働基準監督署に寄せられる申告・相談は増加傾向に

あり、これを抑制しなければ、社会経済に大きな影響を与えることから、国として本
事業の推進を支援する必要がある。
なお、労働基準法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成１５年６月２６

日参議院厚生労働委員会）において 「就業規則への解雇事由の記載や退職理由の明、
示について、モデル就業規則や退職証明書の文例を作成し、普及に努めること 」と。
なっていることから、国として本事業の推進を支援する必要がある。

事業の必要性（当該事業が無くなると困る理由等を中心に記述）
就業規則の届出義務のない１０人未満の小規模事業場に対する就業規則等の整備の

促進や、事業主及び労働者に労働条件に関する正しい知識の普及啓発及び情報提供を
行わなければ、労働条件に関するトラブルが増加し、適正な労働条件の確保が阻害さ
れ、ひいては社会経済に大きな影響を与えるおそれがあることから、国として本事業
の推進を支援する必要がある。

( ) 有効性2
得ようとする効果の把握の仕方（検証の手順）
１ 労働条件明示のためのモデル就業規則等普及促進事業

中小企業団体に対する指導・援助件数、モデル就業規則の作成件数

２ 労働条件に関する情報提供事業
全基連本部・支部からの情報提供件数及びインターネットへのアクセス件数

（ ）、これまで達成された効果 当該事業の実施前と実施後における具体的な変化を含む
今後見込まれる効果
労働基準監督署への就業規則の届出件数は、Ｈ１５年 ２７，３６５件、→Ｈ１６

年 ３２，４０９件と全般的に増加していることから、中小規模事業場においても就
業規則の整備が促進されていると考えられる。引き続き本事業を実施すれば、１０人
未満の小規模事業場にさらに就業規則が整備され、労働条件に関するトラブルの発生
が未然に防止される。

政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項
（特になし）

( ) 効率性3
手段の適正性
中小規模事業場においては、未だ労働条件の明示がまともに行われず、労働条件に

関するトラブルが多発している状況にあることから、労働条件に関するトラブルの発
生の未然防止を図ることが可能となる本事業は、安心して働くことができる事業場の
確保及び労働条件の確保・改善を図るための対策を推進する上で適正であると考えら
れる。

費用と効果との関係に関する評価
本事業は、労働条件の確保・改善に対する専門知識、ノウハウを有し、地域や業種

の実情に即したきめ細かな事業実施体制を有するとともに、労使に対して公正かつ中
立的な支援を実施できる非営利法人に委託しており、最小の資源量の投入により労働
者の労働条件の確保・改善を推進する効果を得ている。



他の類似施策（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無
（有の場合の整理の考え方）

( ) 公平性、優先性（政策の特性に応じて、必要な場合に記入）4
労働基準監督署に寄せられる申告・相談が増加傾向にあること、及び未だに大規模

事業場と比べ中小規模事業場において労働条件に関するトラブルが多数発生している
ことを踏まえると、引き続き安心して働くことができる事業場の確保及び労働条件の
確保・改善を図るため、本事業を優先して実施する必要がある。

( ) 今後の具体的改善点、講ずべき措置等5
労働基準監督署に寄せられる申告・相談が増加傾向にあること及び未だに中小規模

事業場において労働条件に関するトラブルが多数発生していることを踏まえると、引
き続き安心して働くことができる事業場の確保及び労働条件の確保・改善を図るた
め、的確な財政支援を講ずる必要がある。
また、指定集団となっていない中小企業団体に対する指導・援助を行うとともに、

モデル就業規則を作成していない業種のモデル就業規則を作成する必要がある。

( ) その他6
特になし。

( ) 所見7
（総括的評価）
労働条件等自主的改善対策推進事業のうち、労働条件明示のためのモデル就業規則

等普及促進事業については、就業規則の作成義務がなく、大規模事業場と比較して労
働条件に関するトラブルが発生しやすい中小規模事業場に絞り、就業規則等の整備を
促進することとしており、対応が必要とされる事業場に絞り事業を実施する等効果的
に事業の実施を図っていると考えられる。
また、労働条件に関する各種情報提供事業については、労働条件の改善・向上を図

る上で有益な各種情報を簡単かつ迅速に提供することとしており、提供件数は事業開
始以降増加傾向にあることから、施策目標の達成の一助となっていると考えられる。

（事業継続の適否）
事業継続に当たっては、本事業により特に中小規模事業場に関する労働条件のトラ

ブルの未然の抑制がどの程度図られたかという効果を把握する方法や、把握した結果
を事業に反映させること等についての検討が必要である。また、労働条件に関する各
種情報提供事業については、提供する情報の質・量について、事業主や労働者にとっ
てより有用なものとなるよう検討を続ける必要がある。


